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白馬村宿泊税対応システム改修事業補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、村内宿泊事業者が行う宿泊税に対応するための既存システムの

改修対応に対し、予算の範囲内で白馬村宿泊税対応システム改修事業補助金（以下

「補助金」という。）を交付することについて、白馬村補助金等交付規則（昭和43

年白馬村規則第１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、次のとおりとする。 

（１）「宿泊税」とは、白馬村持続可能な観光地経営に関する条例第11条に規定する

法定外目的税をいう。 

（２）「宿泊事業者」とは、旅館業法（昭和23年法律第138号）第３条第１項の許可

を受けて営む同法第２条第２項に規定する旅館・ホテル及び同条第３項に規定

する簡易宿所、並びに、住宅宿泊事業法（平成29年法律第65号）第３条第１項

の届出をして営む同法第２条第３項に規定する住宅宿泊事業に係る施設（以下

「宿泊施設」という。）の経営者をいう。 

（補助対象事業） 

第３条 この補助金の補助事業は、宿泊事業者が行う宿泊税の導入に伴って発生する既

存の予約管理・精算システムの改修事業（以下「宿泊税対応システム改修事業」とい

う。）とする。 

（補助対象事業者等） 

第４条 この補助金の交付対象者（以下「補助対象事業者」という。）は、白馬村内に

所在する宿泊施設について、白馬村宿泊税条例（令和７年白馬村条例第２号。以下

「税条例」という。）第８条に規定する特別徴収義務者としての登録を白馬村長に

申請した者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は補助金の交付の対象としな

い。 

 （１）白馬村暴力団排除条例（平成23年白馬村条例第24号）に規定する暴力団員若し

くは暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

 （２）前項に規定する申請を第16条に規定する実績報告を行う日又は税条例第10条第   

１項に定める期日のいずれか早い日までに行う意思のない者 

 （３）村税、分担金、使用料、加入金、手数料及び過料その他の村の収入金（以下

「村税等」という。）に未納がある者 

 （４）その他村長が適当でないと認める者 

（補助対象経費、補助率及び補助限度額） 
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第５条 村長は、補助対象事業者が行う補助金の交付対象となる経費（以下「補助対

象経費」という。）について、予算の範囲内で補助金を交付する。 

２ 補助対象経費の区分、補助率及び補助上限額は、別表１のとおりとする。 

３ 本補助金の補助対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはならない。 

４ 補助金の額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。 

（電子情報処理組織による申請等） 

第６条 補助対象事業者は、第８条第１項の規定に基づく交付の申請、同第４項の規定

に基づく事前着手の届出、第10条の規定に基づく申請の取下げ、第12条第１項の規定

に基づく計画変更の申請、第12条第２項の規定に基づく計画中止（廃止）の申請、第

12条第３項の規定に基づく遅延等の報告、第15条の規定に基づく状況報告、第16条第

１項の規定に基づく実績報告、第18条第２項の規定に基づく支払請求又は第21条第３

項の規定に基づく財産の処分の承認申請（以下「交付申請等」という。）については、

原則、電子情報処理組織を使用する方法（白馬村行政手続等における情報通信の技術

の利用に関する条例（平成19年条例第33号）の規定に基づき村長が定めるものをい

う。）により行わなければならない。 

（電子情報処理組織による処分通知等） 

第７条 村長は、第６条の規定により行われた交付申請等に係る第９条第１項の規定に

基づく通知、第12条第１項の規定に基づく承認、同第２項の規定に基づく承認、同第３

項の規定に基づく指示、第15条の規定に基づく要求、第17条第１項の規定に基づく通

知、同第２項の規定に基づく返還命令、同第３項の規定に基づく納付命令（第19条第

４項の規定において準用する場合を含む。）、第19条第１項の規定に基づく取消し若

しくは変更、同第２項の規定に基づく返還命令、同第３項の規定に基づく納付命令、

第20条第４項の規定に基づく納付命令（第21条第４項の規定において準用する場合を

含む。）又は第21条第３項の規定に基づく承認について、当該通知等を電子メールに

より行うことができる。 

（補助金交付の申請） 

第８条 補助対象事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、白馬村宿泊税対

応システム改修事業補助金交付申請書（様式第１号）（以下「交付申請書」とい

う。）に村長が定める書類（以下「関係書類」という。）を添えて、村長に提出しな

ければならない。 

２ 前項の関係書類は、次のとおりとする。 

（１） 宿泊税対応システム改修事業補助金実施計画書（様式第１号の２） 

（２） 宿泊税対応システム改修事業補助金対象経費明細書（様式第１号の３） 

（３） 前各号に掲げるもののほか村長が特に必要と認める書類 

３ 前２項の書類の提出期限は、別に村長が定める。 

４ 補助金の交付の申請をするにあたり、事業の効果的な実施を図るため、やむを得な

い事情により補助金交付決定前に事業に着手する場合は、あらかじめその理由を明

記した白馬村宿泊税対応システム改修事業補助金事前着手届（様式第２号）を村長に
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提出するものとする。 

（交付決定の通知） 

第９条 村長は、第８第１項の規定による申請書の提出があった場合には、当該申請

書の内容を審査し、補助金を交付すべきと認めたときは、交付決定を行い、白馬村

宿泊税対応システム改修事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）を補助

対象事業者に送付するものとする。 

２ 村長は、前項の通知に際して必要な条件を付することができる。 

（申請の取下げ） 

第10条 補助対象事業者は、補助金の交付決定の通知を受けた場合において、交付の決

定の内容又はこれに付された条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げ

ようとするときは、当該通知を受けた日から10日以内に白馬村宿泊税対応システム改

修事業補助金交付申請取下書（様式第４号）の提出をもって村長に申し出なければな

らない。 

（補助事業の経理等） 

第11条 補助対象事業者は、補助事業の経費については、帳簿及び全ての証拠書類を

備え、他の経理と区分して経理し、常にその収支を明らかにしておかなければなら

ない。 

２ 補助対象事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助事業の完了（廃止の承認を受け

た場合を含む。）の日の属する年度の終了後５年間、村長の要求があったときは、

いつでも閲覧に供せるように保存しておかなければならない。 

（計画変更の承認等） 

第12条 補助対象事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ白馬

村宿泊税対応システム改修事業補助金計画変更承認申請書（様式第５号）を村長に

提出し、その承認を受けなければならない。 

（１） 補助対象経費の額を変更しようとするとき。ただし、補助対象経費の20パーセ

ント以内の金額を減額する場合を除く。 

（２） 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、補助事業の目的に変更をも

たらすものでない事業計画の細部の変更である場合を除く。 

２ 補助対象事業者は、補助事業を中止し又は廃止しようとするときは、あらかじめ

白馬村宿泊税対応システム改修事業補助金計画中止（廃止）承認申請書（様式第６号）

を村長に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 補助対象事業者は、補助事業が予定の期間に完了しないと見込まれるとき、又は

補助事業の遂行が困難となったときは、白馬村宿泊税対応システム改修事業補助金計画

遅延等報告書（様式第７号）により速やかに村長に報告しその指示を受けなければな

らない。 

（契約等） 

第13条 補助対象事業者は、補助事業のうち事業全体の企画及び立案並びに根幹にか
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かわる執行管理分を第三者に背負わせ又は委託してはならない。ただし、あらかじ

め村長の承認を受けた場合にはその限りではない。 

（権利譲渡の禁止） 

第14条 補助対象事業者は、第９条第１項の規定に基づく交付決定によって生じる権

利の全部又は一部を、村長の承諾を得ずに、第三者に譲渡し又は継承させてはなら

ない。 

（状況報告） 

第15条 補助対象事業者は、補助事業の遂行及び収支の状況について、村長の要求が

あったときは、速やかに白馬村宿泊税対応システム改修事業補助金状況報告書（様

式第８号）を村長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第16条 補助対象事業者は、補助事業が完了（又は廃止の承認を受けた場合を含

む。）したときは、その日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付を

決定した年度の３月末日のいずれか早い日までに、白馬村宿泊税対応システム改

修事業補助金実績報告書（様式第９号）に関係書類を添えて、村長に提出しな

ければならない。ただし、村長は必要と認める場合に別途提出期限を定める

ことができる。 

２ 前項の関係書類は、次のとおりとする。 

（１） 宿泊税対応システム改修事業補助金実施実績書（様式第９号の２） 

（２） 宿泊税対応システム改修事業補助金対象経費内訳書（様式第９号の３） 

（３） 前各号に掲げるもののほか村長が特に必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 

第17条 村長は、第16条第１項の報告を受けたときは、報告書等の書類の審査及び必

要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付

の決定の内容（第12条第１項に基づく承認をした場合は、その承認した内容）及びこ

れに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、白馬村

宿泊税対応システム改修事業補助金交付確定通知書（様式第10号）を補助対象事業者

に送付するものとする。 

（補助金の支払） 

第18条 補助金は、第17条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払う

ものとし、補助対象事業者は、補助金の支払いを受けようとするときは、白馬村宿泊

税対応システム改修事業補助金精算払請求書（様式第11号）を村長に提出しなければ

ならない。ただし、村長は、補助事業の遂行上必要があると認めたときには、概算払

をすることができる。 

２ 補助事業者は、前項ただし書きの規定により補助金の交付を受けようとするとき

は、白馬村宿泊税対応システム改修事業補助金概算払請求書（様式第12号）を村長

に提出しなければならない。 
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（交付決定の取消し等） 

第19条 村長は、第12条第２項の補助事業の中止もしくは廃止の申請があった場合又

は次の各号のいずれかに該当する場合には、第９条第１項の交付の決定の全部若しく

は一部を取り消し又は変更することができる。 

（１）補助対象事業者が、法令、規則もしくは本要綱に基づく村長の処分もしくは指

示に違反した場合。 

（２）交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する

必要がなくなった場合。 

（３）補助対象事業者が、別紙１特別徴収義務者としての登録等の規定に関する誓約

事項又は別紙２暴力団排除に関する誓約事項に違反した場合。 

（４）規則第15条第１項各号の規定に該当した場合 

（財産の管理等） 

第20条 補助対象事業者は、補助対象経費（補助事業の一部を第三者に実施させた場

合における対応経費を含む。）により効用の増加した財産（以下「取得財産等」と

いう。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管

理し、補助金の交付の目的に従って、その効果的運用を図らなければならない。 

２ 補助対象事業者は、取得財産等について、白馬村宿泊税対応システム改修事業補

助金に係る取得財産等管理台帳（様式第13号）を備え管理しなければならない。 

３ 補助対象事業者は、当該年度に取得財産等があるときは、第16条第１項に定める

実績報告書に白馬村宿泊税対応システム改修事業補助金に係る取得財産等管理明細

表（様式第14号）を添付しなければならない。 

４ 村長は、補助対象事業者が取得財産等を処分することにより収入があり又はある

と見込まれるときは、その収入の全部又は一部を村に納付させることができる。 

（財産の処分の制限） 

第21条 取得財産等のうち、規則第19条第１項第２号の規定に基づき村長が指定す

る財産は､取得価格又は効用の増加価格が単価50万円以上の機械、器具及びそ

の他の財産とする。 

２ 規則第19条第２項第２号に定める財産の処分を制限する期間は、補助金交付

の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）

を勘案して、別に村長が定める期間とする。 

３ 補助対象事業者は、前項の規定により定められた期間内において、処分を制限

された取得財産等を処分しようとするときは、あらかじめ白馬村宿泊税対応シス

テム改修事業補助金財産処分承認申請書（様式第15号）を村長に提出し、その承

認を受けなければならない。 

４ 前条第４項の規定は、前項の承認をする場合において準用する。 

（情報管理及び秘密保持） 

第22条 補助対象事業者は、補助事業の遂行に際し知り得た第三者の情報については、 
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当該情報を提供する者の指示に従い又は特段の指示がないときは情報の質に応じて、

法令を遵守し適正な管理をするものとし、補助事業の目的又は提供された目的以外に

利用してはならない。なお、情報のうち第三者の秘密情報については、機密保持のた

めに必要な措置を講ずるものとし、正当な理由なしに開示、公表、漏えいしてはなら

ない。 

２ 補助対象事業者は、補助事業の一部を第三者（以下「履行補助者」という。）に

行わせる場合には、履行補助者にも本条の定めを遵守させなければならない。補助対

象事業者又は履行補助者の役員又は従業員による情報漏えい行為も補助対象事業者に

よる違反行為とみなす。 

３ 本条の規定は、補助事業の完了後（廃止の承認を受けた場合を含む。）も有効とす

る。 

（特別徴収義務者の登録等の規定に関する誓約） 

第23条 補助対象事業者は、別紙１記載の特別徴収義務者の登録等の規定に関する誓

約事項について、補助金の交付申請前に確認しなければならず、交付申請書の提出

をもってこれに同意したものとする。 

（暴力団排除に関する誓約） 

第24条 補助対象事業者は、別紙２記載の暴力団排除に関する誓約事項について、補

助金の交付申請前に確認しなければならず、交付申請書の提出をもってこれに同意

したものとする。 

（雑則） 

第25条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に村長が定める。 

 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 
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別表１（第５条関係） 

補助対象経費 補助対象外経費 補助率 補助上限額 

宿泊税の導入に伴って発生する

既存の予約管理・精算システム

の改修に係る経費 

（１）国、県など補助金等の交

付対象となっている整備に

要した経費 

（２）システムの改修に直接要

していない経費 

（３）租税公課（消費税及び地

方消費税） 

（４）その他本補助金の趣旨に

合致しないものなど村長が

適切でないと判断する経費 

定額 
村長が必要と認め

る額 
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別紙１（第 23 条関係） 

 

特別徴収義務者としての登録等の規定に関する誓約事項 

 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、宿泊税への対応に向け

たシステム改修事業における補助金の交付の申請をするに当たっては、下記の規定を

順守することを誓約いたします。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したこと

により、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

白馬村税条例第 10 条第１項に規定する特別徴収義務者としての登録の申請について、要 

綱第 16 条に規定する実績報告を行う日又は条例第 10 条第１項に定める期日のいずれ

か早い日までに行うことを誓約します。 
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別紙２（第 24条 関係） 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請を

するに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれ

にも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反し

たことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

(１) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（白馬村暴力団排除条例（平

成 23 年白馬村条例第24号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役

員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。）であるとき。 

(２) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

(３) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与して

いるとき。 

(４) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難される

べき関係を有しているとき。 


